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令和３（2021）年４月に改正社会福祉法が施行され、市町村は地域生活課題の解決に資する

支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めることとされたことを受けて、本市でも各施

策の取組の検討を行っていく方向性を盛り込むこととします。 

中間見直しでは、平成 28（2016）年に成年後見制度の利用の促進に関する法律が公布・施行

され、成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な事項を市町村計画に定めるよ

う示されたことを受け、「小平市成年後見制度利用促進計画」の内容を包含します。 

 

 
 

●「地域保健福祉計画」は、社会福祉法第 107 条の規定に基づいて作成されるものであり、本

市のまちづくりの基本方針である「小平市第四次長期総合計画基本構想」で掲げる将来像、

「つながり、共に創るまち こだいら」を実現するための施策を具体化・推進するもので

す。 
 

●「小平市地域包括ケア推進計画」、「小平市障がい者福祉計画」、「小平市子ども・子育て支援

事業計画」、「こだいら健康増進プラン」などの個別計画と整合性を図り、「地域」という分野

を横断した視点に基づき、各分野に共通して取り組むべき事項について、総合的に推進しま

す。 
 

●小平市社会福祉協議会が策定している「地域福祉活動計画」は、本計画の方向性を踏まえな

がら、住民や関係団体・機関、事業者、社会福祉協議会等が主体となり、小平市における地

域福祉活動のさらなる推進と、身近な生活課題の解決に向けた活動の方向性を示し、誰もが

住みやすいまちづくりをするための計画として策定しています。本計画は、「地域福祉活動計

画」と相互に連携・協働を図ります。 
 

●計画策定から５年が経過し、計画策定後の法改正や社会状況変化を踏まえ、計画の後半期間（令

和５（2023）年度～令和８（2026）年度）に新たに取り組む事項を追加した、中間見直し版

を策定しました。 
 

●本計画は、地域を基盤とする支援体制等を一体的に活用する必要があるため、今回の見直し

に伴い、本計画の中に、成年後見制度の利用の促進に関する法律に基づく「小平市成年後見

制度利用促進計画」を盛り込みます。 
 

 

 

・本計画の期間は、平成30（2018）年度から令和８（2026）年度までの９年間として

おり、中間見直し版は、令和５（2023）年度から令和８（2026）年度までとします。 
 

  

計画の位置付け                 

 

計画見直しの背景      詳細▶本編 P1 

計画の期間                   

詳細▶本編 P4 

詳細▶本編 P5 
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          障がいのある方や子ども、高齢者等の特定の人ではなく、地域を構成す

るすべての人が住み慣れた地域で安心して暮らし続けていけるよう、人と

人、人と資源が世代や分野を超えて『丸ごと』つながり、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のことです。 

地域共生社会の実現に向け、市民の主体的な参画と協働による「ともに生きる地域社会づく

り」が求められ、行政や特定の団体・企業・個人等のみが行うものではなく、全ての住民が主体

となって、一人ひとりの参画のもとに、社会的孤立や社会的排除をなくし、お互いが支えあって

いくことが必要です。 

 

取組１：コミュニティソーシャルワーカー(ＣＳＷ)の活動について 

         生活する上での悩みや不安、相談事を一緒に考えて、解決に向けた支援を

行う、地域の身近な相談員です。個別の相談から地域の課題を見つけ、地域

の方や関係機関と一緒に考えながら、社会資源を活用・発掘し、解決に向け 

て支援する役割なども担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

取組２：重層的支援体制整備事業 

地域共生社会の実現に向けた取組をより一層促進するため

の具体的な手法となっています。既存の相談支援や地域づく

り支援の取組を活かし、分野別の支援体制では対応しきれな

い地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括 

的な支援体制を構築するため、継続的に関わり続ける伴走型支援を行う等の支援体制を整え、 

「属性を問わない相談支援」  「参加支援」  「地域づくりに向けた支援」 

を一体的に実施するものです。 

本市においても、高齢化に伴った問題や、多様で複雑な生活課題、制度の狭間にある課題に

対応していくため、重層的な支援体制整備事業の推進が求められています。 

 

  

地域共生社会の実現と 

改正社会福祉法への対応に関する推進      詳細▶本編 P16～20 

 

地域共生社会 
とは 

C S W 
とは 

小平市で活躍している 

コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ） 

小平市では、令和３（2021）年４月から CSW を市内 

全域、地域包括支援センターの圏域ごとに１名配置し、 

「生活全般にわたる包括的」な支援を実施しています。 

重層的支援体制整備事業 
とは 
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住み慣れた地域において、誰もが尊厳のある自分らしい生活を継続することができるよう、成

年後見制度の適切な利用を含めた地域福祉の推進が求められています。 

本計画に小平市成年後見制度利用促進計画を包含することにより、制度を知らないことで、必

要な支援が届いていない方をはじめ、一人でも多くの方が制度を知るきっかけとなることが期待

できるとともに、他の施策と一体的に地域福祉を推進していきます。  

【重層的支援体制整備事業（社会福祉法第 106条の４）の概要】 

○地域住民が抱える課題が複雑化・複合化する中、従来の支援体制では課題があります。 

  ▼属性別の支援体制では、複合課題や狭間のニーズへの対応が困難である。 

  ▼属性を超えた相談窓口の設置が求められるが、事務負担が大きい。 

⇒このため、属性を問わない包括的な支援体制の構築を、市町村が、創意工夫をもって円滑に実施

できる仕組みが必要となっています。 

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」社会福祉法第 106条の４）の創設 

○市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化、複合化した支援ニー

ズに対応する包括的な支援体制を構築するため、 

Ⅰ相談支援、 Ⅱ参加支援、 Ⅲ地域づくりに向けた支援 を一体的に実施する事業の創設が求めら

れます。 

Ⅲ 地域づくりに向けた支援 

【世代や属性を超えて交流できる場や居場所を整備する】 

 

Ⅱ 参加支援 

【社会とのつながりを作るための支援を行う】 

Ⅰ 相談支援 

【属性や世代を問わず包括的に相談を受け止める】 

○積極的な働きかけを通じた継続的支援事業 

【支援が届いていない人に支援を届ける】 

○多機関協働事業 

【市町村全体で包括的な相談支援体制を構築する】 

三本の柱 

それに加えて 

 

既存の相談支援や参加支援、地域づくりに向けた支援の取組を活かし、介護、障がい、

子ども、生活困窮といった各分野別の制度では対応しきれない複雑化・複合化した支援ニ

ーズに対応する包括的な支援体制の構築を目指す事業です。 

 

 

 

成年後見制度等の権利擁護の推進                

 

詳細▶本編 P21～23 

 

【重層的支援体制整備事業の全体像】 
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計画の基本的な考え方                 

 

 

 

小平市は、基本理念、基本目標を達成するために、３本の施策の柱に沿って、地域保健福祉に

関する施策を総合的・体系的に推進します。 

 

※□は中間見直しの主な変更点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※計画書本編には、市民、地域、行政に期待される役割を記載しており、相互に連携・協働して取り組みます。  

基
本
目
標
３ 
多
様
化
す
る
地
域
生
活
課
題
解
決
へ
の
支
援 

基
本
目
標
２ 

市
民
、
地
域
、
市
相
互
の
協
力
・
協
働 

基
本
目
標
１ 

地
域
に
お
け
る
支
え
あ
い
の
構
築 

【 基本理念 】 【 基本目標 】 【 施策の柱 】 【 施策 】 

① 地域の防犯・防災体制の 

充実 

② 地域での見守り体制の 

充実 

（１）お互いに支えあう地

域づくり 

（２）支援が必要な人を支

える仕組みづくり 

（３）安全・安心に暮らせ

る環境づくり 

だ
れ
も
が
担
い
手
、
お
互
い
に
支
え
あ
い
な
が
ら
、 

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域
共
生
社
会
を
め
ざ
し
て 

① 地域での交流支援 

（顔の見える関係づくり） 

② 地域福祉の担い手の 

確保・育成 

③ 地域における社会参加 

と生きがいづくり 

① 情報提供・相談支援体制 

の充実 

２ 権利擁護の推進と成年後

見制度の利用促進 

 【小平市成年後見制度利用促進計画】 

３ 生活困窮者の自立支援や

属性を問わない包括的な

支援体制の推進 

詳細▶本編 P24～28 
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小平市成年後見制度利用促進計画                

 

※法律・福祉の専門職団体や関係機関がチーム

に対して必要な支援を行えるよう、連携体制を

強化し、協力できる体制づくりを進めます。 

 

 

取組１：成年後見制度に関する体制整備と周知等を推進する 

 

（Ⅰ）制度利用促進の中核となる機関の設置 

現在小平市では、成年後見制度推進機関として、権利擁護センターこだいらが、相談、支

援や周知、啓発を行っています。 

国の成年後見制度利用促進基本計画に定められた「中核機関」とは、成年後見制度の相談

支援、関係者によるネットワークの構築、周知・啓発など、成年後見制度の利用を促進する

ための中心的な役割を担う機関です。今後は、「中核機関」や「協議会」の設置・運営に向け

検討を行い、さらなる利用促進に取り組みます。 
 
 

（Ⅱ）地域で連携して支えるネットワークの構築と権利擁護支援体制の整備 

成年後見制度を必要としている人が制度を利用できるように、地域における相談窓口を整

備・周知するとともに、権利擁護支援の必要な人を発見し、適切に必要な支援につなげる地

域連携の仕組みを構築します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ⅲ）成年後見制度の周知・啓発 

制度を正しく理解することが、制度を活用しながら地域で安心して自分らしく生活するこ

とにつながることから、様々な機会を捉えて周知啓発に取り組みます。  

詳細▶本編 P42～46 

 

 

 

【小平市の地域連携のネットワークのイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【小平市の地域連携ネットワークのイメージ】 

協議会 

民間団体・ＮＰＯ等 

小平市地域包括支援センター 

推進機関 
権利擁護センターこだいら 

小平市 

中核機関 

介護事業所 

障害福祉サービス事業者 

金融機関 

民生委員・児童委員 

自治会等地域関係団体 

ご近所 

家庭裁判所 

こだいら生活相談支援センター 

小平市社会福祉協議会 

本人 後見人等 

チーム 

専門職団体 
（専門職後見人等） 

医療機関・福祉関係団体 
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取組２：法人後見や市民後見人等の活用を推進する 

今後支援が必要な高齢者や障がいのある人の増加が見込まれる一方で、少子高齢化が進むこと

から、弁護士や司法書士等の専門職に加えて多様な成年後見制度の担い手を確保する必要があり

ます。 

 

（Ⅰ）社会福祉協議会等による法人後見の実施 

複数の複雑な問題を抱え多面的な視点で支援が必要なケースや、後見事務の期間が長期に

渡るときには、法人等が後見人となることで安定した支援が可能となる場合があります。 

 
（Ⅱ）市民後見人の養成と支援 

市民後見人は、親族でもなく、専門職でもない、同じ地域に住む市民による後見人のこと

です。権利擁護センターこだいらでは、近隣７市と合同で市民後見人の養成講座を実施して

います。また、その後のフォローアップ講習や後見人等就任後の支援も行っています。 

 
（Ⅲ）親族後見人等の支援 

権利擁護センターこだいらでは、親族後見人連絡会を開催するなど親族後見人に対する相

談・支援を行っています。 

 

取組３：権利擁護に関連する支援事業を推進する 

成年後見制度だけでなく、権利擁護に関する様々な福祉サービスを推進し、適切に福祉サービ

スの利用ができるよう支援を行います。 

 

（Ⅰ）地域福祉権利擁護事業等の実施 

権利擁護センターこだいらでは、判断能力が不十分な人を対象に相談を受け、必要な支援

につながるよう様々な機関と連携を行います。必要に応じて、地域福祉権利擁護事業の提供

を行い、誰もが地域で安心して暮らせるように、福祉サービス利用、日常的な金銭管理など

の支援を実施しています。 

 

（Ⅱ）苦情対応機関等の設置 

権利擁護センターこだいらでは、福祉サービスの利用に際しての苦情や、判断能力の不十

分な人の権利擁護の相談を受け付けています。また、客観性及び公平性を確保するために、

弁護士等の専門家による相談も行っています。 

 

（Ⅲ）虐待・暴力防止の強化 

高齢者や障がいのある人、子ども、配偶者等に対する虐待・暴力を防止するため、関係機

関との連携を強化します。また、地域住民による見守り体制の充実に向けて虐待・暴力の早

期発見防止のための普及啓発等を行います。  
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生活困窮者の自立支援や属性を問わない 

包括的な支援体制の推進                 

 

 

 

社会経済状況の変化に伴い、生活保護受給者や生活困窮に至るリスクの高い層が増加する中

で、平成 27（2015）年４月に「生活困窮者自立支援法」が施行されました。経済的な困窮だけ

でなく、生活習慣をはじめ、家庭や人間関係、健康状況の問題等の様々な課題を抱える生活困窮

者や、支援を必要としながら福祉サービスの利用に結びついていない人等を、早期に把握し、関

係機関との連携のもと、個々の状況に応じた適切な支援につなげます。 

また、近年では、相談者本人に限らず、育児、介護、障がい、貧困など、個人・世帯が複数の

生活上の問題を抱えており、複合化、複雑化したニーズへの対応が課題になっています。 

これらの課題に対応するためには、これまで小平市が各分野で取り組んできた既存の仕組みや

事業等を活かしつつ、分野別の相談支援と連動しながら一体的に支援を実施できる体制の整備が

必要です。 

①相談支援、②参加支援、③地域づくりに向けた支援  

の３本の柱をもとに、属性や世代を問わず、包括的に相談を受け止め、支援する重層的な支援

体制を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細▶本編 P47～48 
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